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電気⾃動⾞の環境・社会課題における⼆⾯性 
ジョン・プルーグ、CFA、ESG リサーチ共同責任者 

⾃動⾞に関する ESG の観点が議論される際には、排気ガスに含まれる温室効果ガスのみが論点となるケースが多く、よって電気⾃動⾞
（EV）への切り替えがその解決策とされることが⼀般的である。しかし、EV は万能ではなく、その⽣産、廃棄、バッテリーの使⽤には ESG
に関わる多くの課題がある。また、EV の動⼒源となる電⼒の発電についても考慮される必要があり、必ずしも環境に優しい⽅法で発電さ
れているとは⾔い難い。また、⾃動⾞の ESG で考慮すべきは、温室効果ガスだけに留まらない。タイヤの摩耗やブレーキに関連する⼤気汚
染物質に加え、道路粉塵の巻き上げも更なる汚染源となる。加えて、⾃動⾞の⼤型化によってエネルギー効率の向上は進んでおらず、ガ
ス以外の排出物による影響も悪化している。社会的影響においては、EV の出⼒、価格、⾞両サイズの増⼤がもたらす影響にも留意する
必要がある。したがって、EV は明らかに脱炭素化において重要な役割を担う⼀⽅で、このような多様な観点についても⾃動⾞セクター
に対する PGIM フィクスト・インカム独⾃の ESG インパクト格付を評価する際に検証され、個々の発⾏体が我々の ESG 戦略に合致する
ものであるかを判断している。

⾞載⽤バッテリーがもたらす負の影響 

EV は環境や社会的課題に負の影響を与える可能性を抱えているが、その⼤部分は⾞載⽤バッテリーに起因している。例えば、⽣産と廃
棄に伴う温室効果ガス排出量の増加や、バッテリー⽣産に使⽤される⼤量の鉱物の採掘・加⼯が及ぼす影響が含まれる。現時点で、EV

の普及率は⾼くなく、普及してからの経過年数も⻑くないことから、これらの影響は限定的である。しかし、今後 EV の普及が進み、廃⾞を
迎える EV が増加するにつれ、こうした懸念は⼤幅に⾼まることが⾒込まれている（図 1）。 

図 1︓国際エネルギー機関（IEA）の「持続可能な開発シナリオ」によると、使⽤済みバッテリーは急増する⾒込み 

出所︓IEA、2021 年 5 ⽉現在。 
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⾃動⾞からの温室効果ガスの⼤部分は排気ガスが占める⼀⽅で、⽣産⼯程における温室効果ガスの排出も無視することはできない。ある
調査によると、平均的な⾃動⾞の⽣産に係る排出量は約 4tCO2、廃⾞する際には更に 1tCO2 の温室効果ガスが排出されると試算さ
れている 1,2。平均的な⽶国⼈が年間 13,500 マイル⾛⾏し、その⾞を 12 年間使⽤すると仮定すると、⽣産と廃棄に伴い 1 マイル当たり
約 31gCO2 の温室効果ガスを追加で排出することになる。（2019 年時点で、排気ガスのみを考慮した場合、⽶国では 1 マイル当たり
356gCO2 の温室効果ガスが排出されている。）3,4。 

しかし、EV の場合、⾞載バッテリーの⽣産に伴い、この排出総量は⼤幅に増加する。例えば、⽇産リーフに搭載さるバッテリーは 1 マイル当
たり 17gCO2、テスラのモデル 3 に搭載される⼤型バッテリーは 19gCO2 相当の温室効果ガスが⽣産に伴って排出されると試算されてい
る 5。⾞両が⼤型化して出⼒が増加するに従い、より⼤型のバッテリーが必要となり、こうしたバッテリーを⽣産するためにさらに温室効果ガス
の排出量が増加する。EV メーカー各社は⽣産⼯程における排出量の抑制（バッテリー⽣産⼯場における再⽣可能エネルギーの活⽤な
ど）に取り組み始めているが、概して排出量は⾼⽌まりしている。 

⽣産に伴う影響に加え、バッテリーは有毒廃棄物として処理される必要があるという課題もある。IEA によると、2019 年に新たに⽣産され
た⾞載バッテリーが約 50 万個だったのに対し、同年にリサイクルされたバッテリーは僅か 18 万個程度だったと試算されている。とは⾔え、将
来的にバッテリーのリサイクルを義務付けるような幾つかの規制が具体化されていることに加え、EV メーカー各社はこの分野に多くの労⼒と
数⼗億⽶ドルもの資⾦を費やしている。バッテリーのライフサイクルを適切に管理することは、多くの OEM メーカーにとって⻑期的な資源戦
略の重要な⼀部となっており、よりリサイクル可能な化学成分や設計に関する研究開発が⼤々的に進められている。しかし、依然としてバッ
テリーのリサイクルには困難が伴い、その研究の多くはまだ初期段階にある。 

また、EV の⽣産には内燃機関エンジン⾞（ICE）の約 5 倍の鉱物が使⽤されることから、環境および社会的な懸念が⽣じている。これら
鉱物の多くは発展途上国で採掘され、中国で加⼯されている（図 2）。コバルトの⼿掘りを主体とした零細採掘を巡る問題はよく知られ
ているが、⾦属や鉱物の採掘は環境や社会に多くの悪影響を与える可能性がある。サプライチェーンを取り巻く安全性に対する懸念から、
先進諸国は国内⽣産を増強させる戦略を打ち出しているものの、こうしたプロジェクトが軌道に乗るには⻑い年⽉が必要とされるほか、採
掘予定地周辺地域からは既に激しい抵抗を受けている。 

図 2︓⾞載バッテリーに使⽤される鉱物は主に発展途上国で採掘され、中国で加⼯されている 

 
出所︓ IEA、2021 年 5 ⽉ 6 ⽇現在。 
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動⼒源となる電⼒の発電も加味した温室効果ガス排出量 

EV が温室効果ガスの総排出量に及ぼす影響は、使⽤する電⼒源によっても⼤きく左右される。⽶国環境保護庁（EPA）によると、発
電量当たりの温室効果ガスの排出量が最も少ないカリフォルニア州などではキロワットアワー（kWh）当たり 256gCO2、最も多い中⻄部
の⼀部地域では同 811gCO2、⽶国全体の平均は同 473gCO2/kWh となっている。 

これを踏まえると、テスラのモデル 3LR の温室効果ガス排出量は 1 マイル当たり 66gCO2〜210gCO2 の範囲となり、平均では 1 マイル
当たり 122gCO2 となる（図 3）。これは、⽶国における全⾞平均（2019 年時点、1 マイル当たり 346gCO2）を⼤幅に下回るもの
ではあるが、依然としてゼロエミッションの達成には程遠い。 

図 3︓動⼒源となる電⼒の発電も加味した EV およびハイブリッド⾞の温室効果ガス平均排出量 

 
出所︓ EPA、2019 年。電⼒発電を加味した温室効果ガスの純排出量は、電⼒発電を加味した温室効果ガスの総排出量から発電⽤燃料の（燃焼
ではなく）採掘や精製に係る温室効果ガスの排出量を控除したものであり、同サイズのガソリン⾞との⽐較を想定したものである。これは、内燃機関エンジ
ン⾞の排気ガスに関する統計データには、動⼒源であるガソリン精製に伴う温室効果ガスの排出が含まれていないことに対応するものである。 

⼤気汚染 

温室効果ガスに関⼼が集まりがちだが、⼀般的に温室効果ガスは特定の地域に深刻な被害をもたらすものではない。⼀⽅、粒⼦状物質
（PM）、窒素酸化物、硫⻩酸化物といった化学物質は、それらが排出される地域の住⼈に⼤きな健康被害を与える可能性がある。こ
れらの排出物は排気ガスを減らすことで抑制できる可能性はあるが、タイヤやクラッチの摩耗、ブレーキ・ダスト、道路の摩耗や道路粉塵の
巻き上げなど、⾃動⾞関連の汚染源は他にも存在している。こうした⼤気汚染物質の低減は、多くの場合には EV への切り替えだけでは
対応できないとみられる 6。 

こうした排出物は深刻な被害をもたらす。ある分析によると、ブレーキ・パッドから発⽣する粉塵は、ディーゼル・エンジンによって排出される⼤
気汚染物質と同等以上の汚染源となる可能性がある 7。また、別の分析によると、タイヤの摩耗により、特定の汚染物質が、排気ガスと同
等あるいは 1,000 倍程度も排出される可能性があるとされている 8。こうした分析結果は、英国における排気ガス以外の汚染物質
（NEEs）に関する研究報告によっても裏付けられており、「ブレーキの摩耗、タイヤの摩耗、道路の摩耗による粒⼦は、現在、道路輸送
によって排出される PM2.5 と PM10 のそれぞれ 60％と 73％（質量に基づく）を占めるに⾄っている」ことが⽰されている（図 3）9。 
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こうした報告内容は予想を上回るものだったかも知れないが、ブレーキ、タイヤ、道路⾯が合成化学物質（その多くは⽯油）を原料として
いることを考慮すれば、直感的にも理解することが出来るだろう。 

NEEs に関しては、⾞両重量が重いほどブレーキ、タイヤ、道路の摩耗が激しくなる傾向があり、また道路粉塵の巻き上げも促されることか
ら、⾞両の⼤きさが重要になる。EV は、バッテリーを搭載させるためにより⼤きなフレームが必要となることから⾞両総重量が追加的に 300
〜600kg 増加するなど、⾞両が⼤型化し重量も⼤きくなる傾向がある。これは⼤きな問題であり、例えばモルガン・スタンレーのアナリスト
は、⾞両重量が 300kg 増える毎にタイヤの摩耗が 20％増えると試算している（Emissions Analytics 社のデータを使⽤）。道路やブ
レーキの摩耗についても、同様の結果が予想される。 

図 4︓NEEs による⼤気汚染が増加している 

 
出所︓Defra / 英国の⼤気質専⾨家グループ。 

発電容量の増加には制約がある中で進む⾞両の⼤型化 

電動化は全ての脱炭素化において重要な役割を担う⼀⽅、再⽣可能エネルギーの発電容量増加には制約（費⽤、設置場所、建設資
材、稼働までに要する時間など）があり、また新たな発電施設の建設⾃体によっても環境および社会的な懸念が⽣じる。こうしたことからも、
エネルギー需要の抑制が、最も安価で効率的な温室効果ガス排出量の削減⼿段として重視される。その⼀部は、EV への切り替えによっ
て達成できる可能性があるが、他の効率改善策や需要の抑制も不可⽋となる。 

よって、仮に EV であったとしても、その消費電⼒量に注意を払わなければ、⾞両の⼤型化によってネットゼロ⽬標の達成が妨げられることに
なる。例えば、BMW i4 M50（セダン）は、100 マイル当たり 30kWh 弱の電⼒を必要とする。⼀⽅、新型のフォード F150 ライトニング
（電動ピックアップトラック）は、100 マイル当たり約 50kWh の電⼒が必要であり、これは BMW i4 M50 の約 2 倍に相当する。BMW 
iX xDrive 50（BMW の最新の電動クロスオーバー⾞）は、100 マイル当たり約 35kWh と相対的に良好な⽔準であるが、前述のセダ
ンモデルと⽐べると必要な電⼒量は 1 マイル当たり約 18%増加する。もちろん、公共交通機関やアクティブ・モビリティ（ウォーキングやサイ
クリングなど、⼈間の⾝体活動に基づいた移動⽅法）などの他の輸送⼿段が必要とする 1 マイル当たり/乗客当たりのエネルギー量は、概
して EV を⼤きく下回る（そもそもエネルギーを必要としない場合もある）。 
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社会⾯での懸念材料 

本稿で深く掘り下げて検証しないが、⼀般的に⾃動⾞は多くの社会的課題を抱えており、EV への切り替えによって更なる悪化が⾒込まれ
るものもある。例えば、⽶国における交通事故死亡者数の過去数⼗年にわたる⻑期的な傾向に⽬を向けると、⾃動⾞の搭乗者が死亡す
るケースは減少してきた（近年はやや反転している）が、歩⾏者や⾃転⾞の死亡事故は明らかに増加している。その主な原因として、⾃
動⾞の⼤型化および⾞両重量の増加が挙げられる 10。これによって、出⼒と加速度は向上するが、衝突時の危険性も増す 11。なお、これ
ら 2 つの傾向は⼤部分の EV にとって重要な課題であり、特に EV はエンジン⾳が静寂であるため、更なるリスクがもたらされている。⾃動⾞
の搭乗者以外の安全性低下が、ウォーキングやサイクリングなどのアクティブ・モビリティへの切り替えを検討している⼈にとって現実的な懸念
材料となり、結果として多くの⼈が切り替えを躊躇した場合は、環境問題に対する負の影響も起こり得る。最後に⾃動⾞の購⼊費⽤に⽬
を向けると、多くの⼤⼿⾃動⾞メーカーが低価格帯の製品ラインアップを縮⼩あるいは⽣産を終了させており、⾃動⾞購⼊の敷居が既に⾼
まっている。EV の価格は更に割⾼であり、こうした傾向には拍⾞がかかるだろう 12。⽶国などでは、税制上の補助⾦によって EV 購⼊の負
担を軽減しているが、これは EV 購⼊費⽤を低減させるものではなく、EV を購⼊しない⼈も含めた納税者全体に費⽤負担を単に分散さ
せているに過ぎない。 

ESG に関して考慮すべき点 
EV は脱炭素化において重要な役割を担うが、環境および社会に及ぼす影響に関して多⽅⾯からの検証が必要である。⾃動⾞にバッテリ
ーを搭載させることでネットゼロ⽬標の達成に向けた道筋が拓かれる⼀⽅、⽣産と廃棄に関しては多くの課題がある。更に、電動化だけで
は、排気ガス以外の排出物によってもたらされる局所的な⼤気汚染の問題を解決することはできない。また、⾞両の⼤型化および出⼒の
増加によってエネルギー効率の向上が阻害されており、システム全体に関わるような新たな課題が⽣じている。そもそも EV を含めた⾃動⾞
セクターは、全体として多くの社会的問題を抱えている。EV は明らかにネットゼロ⽬標の達成に向けた⼀歩ではあるが、全てを解決するよう
な特効薬ではなく、多くの環境および社会的な課題を包摂している。我々が、ESG インパク格付の評価および個々の発⾏体が我々の
ESG 戦略に合致するものであるかどうかを判断する際には、こうした点を深く考慮して検証している 
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本資料に含まれるコメント、意⾒および予測は、現時点で PGIM フィクスト・インカムが信頼できると判断した公開情報から⼊⼿したものに基づく、あるいは
こうした情報のから導き出されたものですが、その情報の正確性を保証するものではありません。本資料は、情報提供のみを⽬的としたものであり、本資料
作成時点の我々の⾒⽅について⽰したものです。その根拠となる前提条件、および我々の⾒解は変更される場合があります。過去の実績は、将来の結
果を保証するものでも、信頼できる指標でもありません。ESG 投資は本質的に定性的かつ主観的なものであり、PGIM フィクスト・インカムの基準や判断
に、あらゆる投資家の信念や価値観が反映されていることを保証するものではありません。ESG の実践に関する情報は、企業とのエンゲージメントや第三
者からの報告を通じて⼊⼿していますが、こうした情報は正確性や完全性に⽋ける可能性があります。PGIM フィクスト・インカムは、企業における ESG の
実践に関する取り組みや実施状況を評価するために、こうした情報に依存しています。ESG に関する基準は地域によって異なります。PGIM フィクスト・イ
ンカムの ESG 投資の⼿法が成功することを保証するものではありません。 

データの出所(特に断りのない限り)︓PGIM フィクスト・インカム、2022 年 10 ⽉ 3 ⽇現在。 
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